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校 117校、高校 86校の計 577校が廃校にいたった。
その後、やや廃校数は減少したが、それでも減少一
辺倒というわけでもなく、最新の 2010年度のデータ









































































































































タリア 138人、スペイン 150人、ブラジル 169人、
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